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◆ 参考値
対象数 ＝ 1,549団体
地方自治体の平成２８年度の公会計財務データを
（一社）地方公会計研究センター が、集計・作成したものです。

自 律 性

各自治体の平均値やその分析数値の良し悪しは、まだ明確にはわかりませんの
で、一般社団法人地方公会計研究センターが独自にまとめた「参考値」を掲載
しています。
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◆ 貸借対照表 (単位：千円)

H28年度

金額 金額 増減率 金額 増減率

固 定 資 産 104,186,394 104,375,258 0.2% 105,286,743 0.9% 104,616,132

流 動 資 産 3,717,916 3,922,521 5.5% 3,642,898 △7.1% 3,761,112

繰 延 資 産 0 0 0 0

合 計 107,904,310 108,297,779 0.4% 108,929,641 0.6% 108,377,243

固 定 負 債 16,591,082 18,130,390 9.3% 20,288,070 11.9% 18,336,514

流 動 負 債 1,869,476 2,012,613 7.7% 2,172,493 7.9% 2,018,194

合 計 18,460,558 20,143,003 9.1% 22,460,562 11.5% 20,354,708

89,443,752 88,154,776 △1.4% 86,469,078 △1.9% 88,022,535

107,904,310 108,297,779 0.4% 108,929,641 0.6% 108,377,243

◆ 行政コスト計算書 (単位：千円)

H28年度

金額 金額 増減率 金額 増減率

業 務 費 用 11,260,984 10,975,342 △2.5% 11,597,414 5.7% 11,277,913

移 転 費 用 8,788,148 8,761,976 △0.3% 8,508,270 △2.9% 8,686,131

合 計 20,049,132 19,737,317 △1.6% 20,105,684 1.9% 19,964,044

793,688 781,532 △1.5% 960,968 23.0% 845,396

19,255,443 18,955,785 △1.6% 19,144,716 1.0% 19,118,648

30,839 92,235 199.1% 155,646 68.7% 92,907

126,324 409,754 224.4% 38,692 △90.6% 191,590

19,159,958 18,638,267 △2.7% 19,261,670 3.3% 19,019,965

◆ 純資産変動計算書 (単位：千円)

H28年度

金額 金額 増減率 金額 増減率

91,421,587 89,443,752 △2.2% 88,154,776 △1.4% 89,673,372

純行政コスト -19,159,958 -18,638,267 △2.7% -19,261,670 3.3% -19,019,965 

財 源 17,315,034 17,271,736 △0.3% 17,570,317 1.7% 17,385,696

差 額 -1,844,924 -1,366,530 △25.9% -1,691,353 23.8% -1,634,269 

-1,977,835 -1,288,976 △34.8% -1,685,698 30.8% -1,650,836 

89,443,752 88,154,776 △1.4% 86,469,078 △1.9% 88,022,535

◆ 資金収支計算書 (単位：千円)

H28年度

金額 金額 増減率 金額 増減率

業務活動収支 1,331,487 866,962 △34.9% 1,311,549 51.3% 1,169,999

投資活動収支 -1,508,514 -2,590,609 71.7% -3,713,991 43.4% -2,604,371 

財務活動収支 -115,821 1,965,539 △1797.0% 2,265,962 15.3% 1,371,893

資 金 収 支 額 -292,848 241,892 △182.6% -136,479 △156.4% -62,478 

944,937 652,089 △31.0% 893,981 37.1% 830,336

0 0 0 0

652,089 893,981 37.1% 757,502 △15.3% 767,857

前年度末残高 212,082 172,978 △18.4% 173,892 0.5% 186,317

本 年 度 増 減 -39,104 914 △102.3% 33,732 3590.6% -1,486 

年度末現金残高 172,978 173,892 0.5% 207,624 19.4% 184,831

825,067 1,067,873 29.4% 965,125 △9.6% 952,688

三 期 推 移 表  (一般会計等)
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◆ 貸借対照表 (単位：千円)

H28年度

金額 金額 増減率 金額 増減率

固 定 資 産 151,746,082 151,251,627 △0.3% 151,545,974 0.2% 151,514,561

流 動 資 産 6,777,859 7,116,192 5.0% 6,127,547 △13.9% 6,673,866

繰 延 資 産 0 0 0 0

合 計 158,523,941 158,367,819 △0.1% 157,673,520 △0.4% 158,188,427

固 定 負 債 36,066,211 36,404,404 0.9% 37,226,591 2.3% 36,565,735

流 動 負 債 4,612,638 4,606,892 △0.1% 4,534,742 △1.6% 4,584,757

合 計 40,678,849 41,011,295 0.8% 41,761,333 1.8% 41,150,492

117,845,093 117,356,523 △0.4% 115,912,187 △1.2% 117,037,934

158,523,941 158,367,819 △0.1% 157,673,520 △0.4% 158,188,427

◆ 行政コスト計算書 (単位：千円)

H28年度

金額 金額 増減率 金額 増減率

業 務 費 用 21,259,173 21,027,160 △1.1% 20,583,423 △2.1% 20,956,585

移 転 費 用 17,923,669 18,494,609 3.2% 17,727,158 △4.1% 18,048,479

合 計 39,182,843 39,521,769 0.9% 38,310,581 △3.1% 39,005,064

8,833,798 8,934,421 1.1% 7,864,964 △12.0% 8,544,394

30,349,044 30,587,348 0.8% 30,445,616 △0.5% 30,460,669

33,145 256,032 672.5% 156,089 △39.0% 148,422

126,325 409,758 224.4% 38,782 △90.5% 191,622

30,255,864 30,433,622 0.6% 30,562,924 0.4% 30,417,470

◆ 純資産変動計算書 (単位：千円)

H28年度

金額 金額 増減率 金額 増減率

118,711,764 117,845,093 △0.7% 117,356,523 △0.4% 117,971,127

純行政コスト -30,255,864 -30,433,622 0.6% -30,562,924 0.4% -30,417,470 

財 源 29,527,467 29,867,498 1.2% 29,112,096 △2.5% 29,502,354

差 額 -728,396 -566,124 △22.3% -1,450,827 156.3% -915,116 

-866,672 -488,569 △43.6% -1,444,336 195.6% -933,192 

117,845,093 117,356,523 △0.4% 115,912,187 △1.2% 117,037,934

◆ 資金収支計算書 (単位：千円)

H28年度

金額 金額 増減率 金額 増減率

業務活動収支 4,086,885 3,428,266 △16.1% 3,177,832 △7.3% 3,564,328

投資活動収支 -2,344,652 -3,673,758 56.7% -4,967,120 35.2% -3,661,843 

財務活動収支 -1,658,698 651,381 △139.3% 992,363 52.3% -4,985 

資 金 収 支 額 83,535 405,890 385.9% -796,924 △296.3% -102,500 

2,306,143 2,389,678 3.6% 2,795,567 17.0% 2,497,129

0 0 0 0

2,389,678 2,795,567 17.0% 1,998,643 △28.5% 2,394,629

前年度末残高 212,082 172,978 △18.4% 173,892 0.5% 186,317

本 年 度 増 減 -39,104 914 △102.3% 33,732 3590.6% -1,486 

年度末現金残高 172,978 173,892 0.5% 207,624 19.4% 184,831

2,562,656 2,969,460 15.9% 2,206,267 △25.7% 2,579,461
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産
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◆ 貸借対照表 (単位：千円)

H28年度

金額 金額 増減率 金額 増減率

固 定 資 産 152,861,354 152,768,997 △0.1% 152,987,103 0.1% 152,872,485

流 動 資 産 7,480,390 7,820,699 4.5% 6,745,659 △13.7% 7,348,916

繰 延 資 産 100 62 △38.0% 25 △59.7% 62

合 計 160,341,844 160,589,758 0.2% 159,732,787 △0.5% 160,221,463

固 定 負 債 36,102,266 36,750,550 1.8% 37,560,878 2.2% 36,804,565

流 動 負 債 4,777,094 4,701,975 △1.6% 4,622,300 △1.7% 4,700,456

合 計 40,879,360 41,452,525 1.4% 42,183,178 1.8% 41,505,021

119,462,483 119,137,233 △0.3% 117,549,609 △1.3% 118,716,442

160,341,844 160,589,758 0.2% 159,732,787 △0.5% 160,221,463

◆ 行政コスト計算書 (単位：千円)

H28年度

金額 金額 増減率 金額 増減率

業 務 費 用 22,311,425 22,056,583 △1.1% 21,648,270 △1.9% 22,005,426

移 転 費 用 24,748,658 24,214,345 △2.2% 23,513,093 △2.9% 24,158,699

合 計 47,060,083 46,270,929 △1.7% 45,161,363 △2.4% 46,164,125

9,606,822 9,662,635 0.6% 8,541,576 △11.6% 9,270,344

37,453,262 36,608,293 △2.3% 36,619,787 0.0% 36,893,781

33,145 256,032 672.5% 156,097 △39.0% 148,425

164,812 409,758 148.6% 38,802 △90.5% 204,457

37,321,594 36,454,568 △2.3% 36,737,081 0.8% 36,837,748

◆ 純資産変動計算書 (単位：千円)

H28年度

金額 金額 増減率 金額 増減率

120,196,580 119,462,483 △0.6% 119,137,233 △0.3% 119,598,765

純行政コスト -37,321,594 -36,454,568 △2.3% -36,737,081 0.8% -36,837,748 

財 源 36,687,426 35,960,945 △2.0% 35,211,173 △2.1% 35,953,181

差 額 -634,168 -493,623 △22.2% -1,525,908 209.1% -884,566 

-734,096 -325,250 △55.7% -1,587,625 388.1% -882,324 

119,462,483 119,137,233 △0.3% 117,549,609 △1.3% 118,716,442

◆ 資金収支計算書 (単位：千円)

H28年度

金額 金額 増減率 金額 増減率

業務活動収支 4,078,648 3,457,980 △15.2% 3,120,224 △9.8% 3,552,284

投資活動収支 -2,353,349 -3,688,538 56.7% -4,984,754 35.1% -3,675,547 

財務活動収支 -1,658,690 651,381 △139.3% 992,363 52.3% -4,982 

資 金 収 支 額 66,610 420,823 531.8% -872,166 △307.3% -128,244 

2,955,795 3,021,562 2.2% 3,442,298 13.9% 3,139,885

-843 -88 △89.6% -3,709 4114.8% -1,547 

3,021,562 3,442,298 13.9% 2,566,423 △25.4% 3,010,094

前年度末残高 212,082 173,649 △18.1% 174,585 0.5% 186,772

本 年 度 増 減 -38,433 937 △102.4% 33,410 3465.6% -1,362 

年度末現金残高 173,649 174,585 0.5% 207,995 19.1% 185,410

3,195,211 3,616,883 13.2% 2,774,418 △23.3% 3,195,504

資
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三 期 推 移 表  (連結会計)
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資産額を人口で除すことにより、住民一人当たりの資産額を求めます。

住民一人当たりにすることで金額が実感しやすい情報になります。

また、規模の大小に関係なく多くの団体と比較することができます。

（単位：千円）

H28年度 傾向 H29年度 傾向 H30年度

1,822 1,844 1,866

※一般会計等

1,770

1,709

《指標分析コメント》

人口規模別平均値と比較した場合、96千円ほど多く

類似団体区分別平均値と比べても、157千円ほど多くなっています。

資産額の内訳を見ていくと、全体の90.5％が有形固定資産となります。

住民一人当たり資産額の推移を見ると、この２年は増加しています。

     住民一人当たり資産額

住民一人当たり資産額

人口規模別 平均値

類似団体区分別 平均値（一般市Ⅱ-２）

   資 産 形 成 度 

住民一人当たり資産額 ＝ 
資産合計 (BS) 

人口 

1,600

1,650

1,700

1,750

1,800

1,850

1,900

1,950

2,000

単位：千円 

住民一人当たり資産額 H28年度 H29年度 H30年度 
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歳入総額に対して資産がどのくらいあるのかを見ることができます。

現在保有する資産が歳入の何年分にあたるのかを把握することができます。

自治体の資産形成の度合いを測ります。

（単位：年）

H28年度 傾向 H29年度 傾向 H30年度

5.35 4.70 4.49

※一般会計等

4.05

4.10

《指標分析コメント》

人口規模別平均値および類似団体区分別平均値と比べた場合は、高い値となっています。

昨年度に続き、基金取崩収入と地方債発行収入が増えていることで、この指標が減少している

と考えられます。

歳入額対資産比率は、毎年減少しています。

     歳入額対資産比率

歳入額対資産比率

人口規模別 平均値

類似団体区分別 平均値（一般市Ⅱ-２）

   資 産 形 成 度 

歳入額対資産比率 ＝ 
資産合計 (BS) 

歳入総額 (CF) 

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

5.50

6.00

歳入額対資産比率 H28年度 H29年度 H30年度 

6



有形固定資産のうち、取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出することで

耐用年数に対してどの程度経過しているかを把握することができます。

この指数が増えた場合、老朽化が進んでいると言えます。（会計上の耐用年数に対し）

H28年度 傾向 H29年度 傾向 H30年度

52.7% 54.1% 54.6%

※全体会計

54.2%

54.0%

《指標分析コメント》

人口規模別平均値ならびに類似団体区分別平均値をわずかながら上回りました。

この指標は、資産老朽化を推定する一つの方法です。

比率が50％を超えているということは、法定耐用年数の半分を経過していると言えます。

有形固定資産減価償却率は、年々上昇しています。今年度は伸び幅が抑えられています。

     有形固定資産減価償却比率（資産老朽化比率）

有形固定資産減価償却比率

人口規模別 平均値

類似団体区分別 平均値（一般市Ⅱ-２）

   資 産 形 成 度 

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

有形固定資産減価償却比率 H28年度 H29年度 H30年度 

有形固定資産減価償却比率 

   （資産老朽化比率）   
× 100 ＝ 

減価償却累計額 

有形固定資産合計 － 非償却資産 ＋ 減価償却累計額 
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純資産の減少は、現世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を費消したこと

を示します。また、現世代がその便益を受けることで、将来世代に負担が先送りされ

たことも示しています。

H28年度 傾向 H29年度 傾向 H30年度

82.9% 81.4% 79.4%

※一般会計等

72.4%

70.4%

《指標分析コメント》

純資産比率は、毎年少しずつ減少しています。

     純資産比率

純資産比率

人口規模別 平均値

類似団体区分別 平均値（一般市Ⅱ-２）

平均値と比較した場合、人口規模別とは 7％、類似団体区分別でも 9％高い値にあり、

健全とみることができます。

   世 代 間 公 平 性 

77.0%

78.0%

79.0%

80.0%

81.0%

82.0%

83.0%

84.0%

85.0%

純資産比率 H28年度 H29年度 H30年度 

純資産比率 ＝ 
純資産額 (BS) 

 資産額(BS) 
× 100 
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住民一人当たりどのくらい負債額があるかを示します。

一人当たりの額にすることで、負債の状況を示す際にわかりやすくなるとともに

他の地方公共団体との数値比較が容易となります。

（単位：千円）

H28年度 傾向 H29年度 傾向 H30年度

312 343 385

※一般会計等

490

466

《指標分析コメント》

人口規模別平均値よりや類似団体区分別平均値よりは、低い値となっています。

この数値が増えるということは、将来世代への負担が増えていると言えます。

住民一人当たり負債額は年々増加していますが、

     住民一人当たり負債額

住民一人当たり負債額

人口規模別 平均値

類似団体区分別 平均値（一般市Ⅱ-２）

   持 続 可 能 性 

200

225

250

275

300

325

350

単位：千円 

住民一人当たり負債額 H28年度 H29年度 H30年度 

住民一人当たり負債額 ＝ 
負債額 (BS) 

 人口 
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資金収支計算書(CF)の「業務活動収支（支払利息支出を除く）」と「投資活動収支

（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く）」を合算することにより、地方債等の元利

償還額を除いた歳出と地方債等発行収入除いた歳入のバランスを示す指標となります。

当該収支が均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り、経済規模

に対する地方債等の比率は増加しないため、持続可能な財政運営であるといえます。

(単位：千円）

H28年度 傾向 H29年度 傾向 H30年度

592,987 -1,850,312 -3,174,573 

※一般会計等

－－

－－

《指標分析コメント》

業務活動収支は3年連続でプラスになっています。

今年度は、公共施設整備支出等が約51億円の支出があり、基礎的財政収支がマイナスに

なります。

投資活動収支が大きくマイナスになると基礎的財政収支もマイナスの値になります。

基礎的財政収支は、2年連続でマイナスになっています。

     基礎的財政収支 （プライマリーバランス）

基礎的財政収支

人口規模別　平均値

類似団体区分別平均値（一般市Ⅱ-２）

   持 続 可 能 性 

-2,500,000

-2,000,000

-1,500,000

-1,000,000

-500,000

0

500,000

1,000,000

単位：千円 

基礎的財政収支 H28年度 H29年度 H30年度 

基礎的財政収支 ＝ 業務活動収支 (CF) ＋ 投資活動収支 (CF) 

          （支払利息支出を除く）  （基金積立支出・基金取崩収入を除く） 
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行政コスト計算書(PL)に計上される行政コストを人口で割ることで、住民一人当たり

の行政コストを求めることができます。

経年比較や類似団体との比較を行うことによって、地方公共団体の行政活動の効率性

の測定に役立てることができます。

（単位：千円）

H28年度 傾向 H29年度 傾向 H30年度

325 323 328

※一般会計等

350

344

《指標分析コメント》

人口規模別平均値より22千円低く、また類似団体区分別平均値よりも16千円低くなっています。

効率の高い行政サービスを提供していると考えられます。

住民一人当たり行政コストは、年によって増減しています。

    住民一人当たり行政コスト

住民一人当たり行政コスト

人口規模別　平均値

類似団体区分別平均値（一般市Ⅱ-２）

   効 率 性 

住民一人当たり行政コスト ＝ 
行政コスト (PL) 

 人口 

250

280

310

340

単位：千円 

住民一人当たり行政コスト H28年度 H29年度 H30年度 
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行政コスト計算書(PL)に計上される人件費を人口で割ることで、住民一人当たりの

人件費を求めることができます。

経年比較や類似団体との比較を行うことによって、地方公共団体の行政活動の効率性

の測定に役立てることができます。

（単位：千円）

H28年度 傾向 H29年度 傾向 H30年度

78 76 78

※一般会計等

－－

－－

《指標分析コメント》

人件費は、行政コストのなかでも主要な費用であり、当該費用の効率性は全体の効率性に影響

するものになります。

当該指標は、人口が少ないほど高くなる傾向にあります。

住民一人当たり人件費は、年によって増減を繰り返しております。

    住民一人当たり人件費

住民一人当たり人件費

人口規模別　平均値

類似団体区分別平均値（一般市Ⅱ-２）

   効 率 性 

住民一人当たり人件費 ＝ 
人件費 (PL) 

 人口 

45

50

55

60

65

70

75

80

単位：千円 

住民一人当たり人件費 H28年度 H29年度 H30年度 
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行政コスト計算書(PL)に計上される減価償却費を人口で割ることで、住民一人当たり

の減価償却費を求めることができます。

経年比較や類似団体との比較を行うことによって、地方公共団体の行政活動の効率性

の測定に役立てることができます。

（単位：千円）

H28年度 傾向 H29年度 傾向 H30年度

53 53 54

※一般会計等

50

45

《指標分析コメント》

人口規模別平均値より４千円、類似団体区分別平均値より9千円高くなっています。

住民一人当たり減価償却費は、少し増えています。

    住民一人当たり減価償却費

住民一人当たり減価償却費

人口規模別　平均値

類似団体区分別平均値（一般市Ⅱ-２）

   効 率 性 

住民一人当たり減価償却費 ＝ 
当期減価償却費 (PL) 

 人口 

35

45

55

65

単位：千円 

住民一人当たり減価償却費 H28年度 H29年度 H30年度 
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行政コスト計算書(PL)に計上される補助金等を人口で割ることで、住民一人当たりの

補助金等を求めることができます。

経年比較や類似団体との比較を行うことによって、地方公共団体の行政活動の効率性

の測定に役立てることができます。

(単位：千円）

H28年度 傾向 H29年度 傾向 H30年度

48 45 43

※一般会計等

60

61

《指標分析コメント》

人口規模別平均値および類似団体区分別平均値と比べ、支出額が少ないです。

住民一人当たり補助金等についても、人口による格差が大きくでる傾向にあります。

住民一人当たり補助金等は、少しずつですが減っています。

    住民一人当たり補助金等

住民一人当たり補助金等

人口規模別　平均値

類似団体区分別平均値（一般市Ⅱ-２）

   効 率 性 

住民一人当たり補助金等 ＝ 
補助金等 (PL) 

 人口 

20

30

40

50

60

単位：千円 

住民一人当たり補助金等 H28年度 H29年度 H30年度 
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一般財源等のうち、どのくらいの金額が「資産形成以外の行政コスト」に費消された

のかを把握することができます。

この比率が100％に近づくほど資産形成の余裕度は低く、100％を上回ると、過去から

蓄積した資産が行政コストに充てるために取り崩されたことを表します。

100％を超えないことが望ましいです。

※一般会計等

H28年度 傾向 H29年度 傾向 H30年度

111.2% 109.8% 109.0%

100.7%

102.5%

《指標分析コメント》

人口規模別平均値ならびに類似団体区分別平均値より高い値になっています。

これは、純資産変動計算書の本年度差額がマイナスになっていることを示し、１００％を超えれば

過去及び現世代が積上げた資産が取崩されたことになります。

なお本年度差額には、現金支出の伴わない減価償却費や引当金が含まれていることに留意

が必要です。

行政コスト対税収等比率は、少しずつ下がっているものの３年連続で１００％を上回っています。

     行政コスト対税収等比率

行政コスト対税収等比率

人口規模別　平均値

類似団体区分別平均値（一般市Ⅱ-２）

   弾 力 性 

80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

100.0%

105.0%

110.0%

115.0%

行政コスト対税収等比率 H28年度 H29年度 H30年度 

行政コスト対税収等比率 ＝ 
純経常行政コスト (PL) 

 税収等(NW) ＋ 国県等補助金 (NW) 
× 100 
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行政コスト計算書(PL)の「経常収益」は、使用料・手数料など行政サービスに係る

受益者負担の金額が反映されています。

また、行政コスト計算書(PL)の「経常費用」は、行政サービスの提供の金額を表し

ています。これらを用いることで、行政サービスに対する受益者負担の割合を算出

することができます。数値を経年比較、類似団体比較をすることにより、地方公共

団体の受益者負担の特徴を把握することができます。さらにこれを事業別・施設別

に算出することで、受益者負担の割合を詳細に分析することも可能となります。

H28年度 傾向 H29年度 傾向 H30年度

4.0% 4.0% 4.8%

※一般会計等

4.7%

4.8%

《指標分析コメント》

人口規模別平均値および類似団体区分別平均値ともに、ほぼ同じ値であり、他団体との開きは

ありません。

受益者負担割合は、過去２年と比較して増えています。

     受益者負担の割合

受益者負担の割合

人口規模別　平均値

類似団体区分別平均値（一般市Ⅱ-２）

   自 律 性 

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

受益者負担の割合 H28年度 H29年度 H30年度 

受益者負担の割合 ＝ 
経常収益 (PL) 

経常費用 (PL) 
× 100 
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